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位  置                              

本町は大阪府の東南部に位置しており、東西6.7ｋｍ、南北7.5ｋｍで面積は25.26ｋ

㎡（府内では24番目）となっています。東は葛城山脈が連なり、奈良県御所市、葛城市

と境をなし、西は富田林市、南は千早赤阪村、北は太子町と隣接しています。大阪市中

心部までは約25ｋｍ圏内、世界への玄関口である関西国際空港までは約35ｋｍ圏内にあ

ります。 

主な交通機関は路線バスであり、国道309号やこれを結ぶ府道柏原駒ヶ谷千早赤阪

線・上河内富田林線、竹内河南線等が中央部から西部を走っています。 
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概  要                              

本町の歴史は古く、約1万年前の縄文時代早期に、人が住み始めています。弥生時代

後期になると、町北部や西部の丘陵上に集落が築かれるようになりました。古墳時代の

集落の様子はあまり明らかになっていませんが、古墳時代前期（4世紀）になると、弥

生時代後期の集落があった丘陵上に古墳が築かれ始めました。古墳時代後期（6世紀）

になると、町北部から太子町にかけての丘陵上にも古墳が築かれます。ここは、総数約

250基からなる一須賀古墳群で、わが国の代表的な群集墳です。この頃、河南町を含む

一帯は、難波宮と大和を結ぶ日本最古の官道である竹内街道沿いにあって、大和の飛鳥

が「遠つ飛鳥」と呼ばれたのに対して、難波宮の近くにある飛鳥として「近つ飛鳥」と

呼ばれるようになりました。この時代は、蘇我氏や渡来人との関わりが深く、国際色豊

かな文化圏を形成していました。7世紀末には、役行者が修験道の礎を築き、平安時代

末期の歌人西行法師が永眠する弘川寺や高貴寺が開かれました。 南北朝時代に起こっ

た戦乱が鎮まった中世末には、念仏宗の寺院を中心に「寺内町大ヶ塚」が形成され、次

第に市場町へと変貌していきました。この状態は、近世を経て近代の明治中期まで続き

ました。 

明治22年には、町村制の施行により17村から石川、白木、河内、中の４村が誕生しま

した。その後、明治31年に柏原から富田林間に鉄道が開通したものの、その鉄道網から

外れた結果、経済の中心を維持することが困難になり、農村集落としての歩みをたどり

ました。 昭和31年には、町村合併促進法によりこれら4村が合併して河南町が誕生しま

した。  

その後は、大阪都市圏の農作物供給地として、都市近郊農業を中心としたまちづくり

が進められてきました。昭和39年には町北部に浪速芸術大学（現大阪芸術大学）が開校、

昭和43年から北部丘陵地での住宅団地の開発（現大宝地区）や昭和60年から東部丘陵地

の住宅団地の開発が進み、平成5年からはさくら坂、平成9年からは鈴美台、平成19年か

らさくら坂南への入居が始まり、市街地の形成が進むこととなりました。 

また、平成4年度にはふれあいと健康づくりを目的とした「やまなみホール」がオー

プンしました。「やまなみホール」は、3世代にわたる人々が集う健康福祉の拠点の1つ

となっています。また平成17年2月には、すべての住民の保健・医療・福祉分野におけ

る多様なニーズに、一体的かつ効率よく対応することできる中核施設として「保健福祉

センター（かなんぴあ）」を設けました。 

そして、本町は、すべての人々が安心して暮らせるまちづくりを進めていきます。 
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1.計画策定の背景と目的                       

平成22年の国勢調査結果によると、日本全体の高齢化率は、平成17年度の20.2％から

23.0％に上昇し、国連が定める超高齢化社会に突入しました。河南町の高齢化率は、平

成22年10月1日現在で24.6％（国勢調査）と全国を上回る水準となっています。さらに、

今後の人口推計をみると、高齢者人口は急速に増加することが見込まれ、平成26年には

町民の約3.5人に1人が高齢者になると予測しています。 

こうした状況の中で、平成12年4月から介護保険制度が施行され、河南町では高齢者

の身体介護に重点をおいた取り組みの強化を図るために、計画の策定と各種事業の推進

に取り組んできました。また、施行から5年となる平成17年度に制度全般にわたる見直

しが行われ、住み慣れた地域でいつまでも健やかに暮らしていくためには、高齢者自身

が健康に留意すること（自助）、地域全体で支えあう社会を築くこと（共助）という観

点から、特に介護予防と地域支援体制の確立に重点が置かれました。 

今後は、ますます顕著となるであろう高齢化社会に向けて、一人一人の状況に応じた

住環境の中、医療や介護だけでなく、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービスが

日常生活の場で用意されていることに加え、必要なサービスを多様に活用しながら、継

続して利用できるような体制、いわゆる「地域包括ケアシステム」の構築が必要となり

ます。 

このような流れを受け、この計画は、河南町の介護保険事業に関する基本的事項を定

め、適切な介護サービス及び地域支援事業のサービスを提供するとともに、高齢者が可

能な限り健康で自立した生活を送ることができるよう、地域の実情に応じた高齢者福祉、

介護保険の体制を計画的に確保することを目的として第５期計画を策定します。 

 

 

2.計画の策定方法                          

（1）計画策定の体制 

計画策定にあたっては、幅広い知見を集め、総合的な検討を進めるために保健、医療、

福祉に関する機関、団体及び学識経験者をはじめ、被保険者の代表者等を含む委員で構

成される「河南町高齢者保健福祉計画等策定・推進委員会」を設置するとともに、庁内

関係課で構成する検討部会を設け、協議・検討を行いました。 
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（2）計画策定の方法 

計画策定にあたっては、広く町民の意見を取り入れることができるように、高齢者の

現状や介護保険サービス、保健福祉サービス等における意向を把握するためのアンケー

ト調査を実施しました。また、町ホームページに計画の素案を掲載し、意見を募集する

パブリックコメントも実施しました。 

 

 

3.計画の位置づけ                           

本計画は介護保険法第117条及び、老人福祉法の第20条の8に基づき策定されました。

高齢者保健福祉計画においては、平成20年4月に老人保健法が高齢者の医療の確保に関

する法律に全面的に改正施行されたことにより、老人保健計画の策定の義務はなくなり

ましたが、介護予防事業をはじめとする保健関連施策を計画的に推進するために「健康

かなん21」等の関連計画との連携を図りながら、「第5期河南町高齢者保健福祉計画及び

介護保険事業計画」を一体的に策定しました。 

また、高齢者が安心・安全・快適な生活を送り、社会参加ができる環境を確保すると

ともに、保健福祉圏における広域的調整を図るために「ふれあいおおさか高齢者計画

（大阪府高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画）」をはじめとする関連計画との

整合性や関係機関等との連携を図ります。 
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4.計画の進行管理                           

保健・医療・福祉・介護サービスの円滑な実施を確保するため、河南町高齢者保健福

祉計画等策定・推進委員会を毎年開催し、各年度における計画の進行状況及び達成状況

を点検・評価します。また、委員会で検討された内容等は住民に対して情報開示します。 

 

 

5.計画期間                             

第５期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画は、平成 24 年度を初年度とし、平

成 26 年度を目標とする 3 年間を計画期間とします。また、本計画は平成 26 年度に見直

しを行い、平成 27 年度を初年度とする第 6期計画（予定）を策定する予定です。 

 

平成平成平成平成18181818年年年年のののの介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度のののの改正改正改正改正（（（（予防重視型予防重視型予防重視型予防重視型システムシステムシステムシステムへのへのへのへの転換転換転換転換））））    新新新新たなたなたなたな展開展開展開展開    

平成平成平成平成    
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6.日常生活圏域の設定                            

本町では、平成 17 年に保健・福祉・健康増進の総合拠点施設として河南町保健福祉

センター「かなんぴあ」を設置し、隣接する「やまなみホール」や「農村環境改善セン

ター」と併せて、「住み慣れた家や地域で、元気にずっと暮らしたい」という住民の願

いに応えるべく、各種の健診、相談、子育て教室など様々な事業を進めています。 

また、本町は人口約 1 万 7,000 人、中学校区 1 区という規模であるため、福祉基盤に

ついて町全体で考えていくことが大切であるといった視点から、河南町保健福祉セン

ター「かなんぴあ」を中心に、町全体を 1つの生活圏域として設定しました。 

 

 

第第第第３３３３期計画期計画期計画期計画    

第第第第４４４４期計画期計画期計画期計画    

第第第第５５５５期計画期計画期計画期計画    

第第第第６６６６期期期期（（（（予定予定予定予定））））    
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1.高齢者等の現状                           

（1）人口の推移 

本町の人口は、平成 17 年までは増加傾向にありましたが、平成 22 年には 17,040 人

となり、平成 12 年以前の人口と同規模まで減少しています。一方、65 歳以上の高齢者

人口は増加し続けており、平成 22 年の高齢化率（総人口に占める高齢者の割合）は

24.6％となっています。 

(単位：人)

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年
8,670 8,362 7,732 8,123 8,729 8,325 7,039

3,890 4,443 4,882 5,331 5,704 5,788 5,668

1,403 1,585 1,943 2,459 2,908 3,432 4,190

前期高齢者 875 957 1,097 1,415 1,703 1,942 2,254
後期高齢者 528 628 846 1,044 1,205 1,490 1,936

13,967 14,390 14,588 15,913 17,341 17,545 17,040
10.0% 11.0% 13.3% 15.5% 16.8% 19.6% 24.6%

40歳未満
40～64歳
（第2号被保険者）
65歳以上
（第1号被保険者）

総人口
高齢化率  

資料：国勢調査 

※年齢不詳が含まれているため、合計が合わないことがあります。 
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（2）要介護認定者数・率の推移 
要介護認定者数の状況をみると、第 1 号被保険者数が増加しているのとともに、認定

者数も増加しています。要介護認定率に関しては、平成 23 年には 16.7％となっていま

す。 

(単位：人)

平成21年 平成22年 平成23年
要支援1 44 52 63
要支援2 92 94 82
要介護1 89 96 115
要介護2 140 138 133
要介護3 115 94 91
要介護4 111 102 121
要介護5 76 86 94
認定者合計 667 662 699

うち第2号被保険者数 26 26 21
第1号被保険者数 3,973 4,049 4,178
要介護認定率 16.8% 16.3% 16.7%  

                       資料：介護保険事業状況報告（各年 6月末現在） 
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（3）高齢者のいる世帯の状況 
高齢者のいる世帯数は、年々増加しており、特に高齢者ひとり暮らし世帯と高齢者夫

婦のみ世帯の増加率が高く、それぞれ平成 22 年は平成 12 年の倍以上の伸びとなってい

ます。 

 

(単位：世帯)

平成12年 平成17年 平成22年
世帯数 6,090 6,412 6,419
比率 100.0% 100.0% 100.0%

世帯数 1,938 2,255 2,671
比率 31.8% 35.2% 41.6%

世帯数 199 282 490
比率 3.3% 4.4% 7.6%

世帯数 307 463 664
比率 5.0% 7.2% 10.3%

世帯数 1,432 1,510 1,517
比率 23.5% 23.5% 23.6%

高齢者夫婦のみ世帯

その他高齢者世帯

一般世帯

高齢者のいる世帯

高齢者ひとり暮らし世帯
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2.アンケート調査結果からみる高齢者の現況              

（1）調査の概要 
介護保険法附則第２条の規定に基づき、第４期河南町介護保険事業計画の進捗状況を

把握するともに、介護保険事業計画と一体的に策定した河南町高齢者保健福祉計画につ

いても同時に把握に努め、第５期河南町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定

のための基礎資料を得ることを目的に実施しました。調査の設計や回収状況等は以下の

とおりです。 

 
高齢者一般調査 介護保険サービス利用意向調査 

調査基準日 平成２３年８月１日 

調査期間 平成２３年９月６日～平成２３年９月２０日 

調査方法 郵送配付、郵送回収 

調査対象 
65 歳以上の町民（要支援・要介護認

定を受けていない方から無作為抽出） 

要支援・要介護認定を受けている方か

ら無作為抽出 

調査対象者数 700 人 300 人 

回答調査票数 467 人 162 人 

有効調査票数 467 人 162 人 

有効回収率 66.7％ 54.0％ 

 

 

（1）調査結果の概要 

現在取りまとめ中 調査報告書参照 
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3.高齢者等の将来推計                        

（1）計画期間における人口推計 
人口推計にあたっては、平成 21 年と平成 22 年の実績（9 月末現在）を用いて算定し

ました。計画期間中の人口推計は、総人口では大きな変動はなく、横ばいの推移をあら

わしていますが、65 歳以上人口は増加傾向にあり、高齢化率も平成 26 年には 28.3％と

なることが予測されています。 

 

(単位：人)

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
6,561 6,411 6,266 6,112

5,725 5,630 5,547 5,479

4,178 4,336 4,464 4,582

前期高齢者
（65歳～75歳未満）

2,160 2,252 2,337 2,395

後期高齢者
（75歳以上）

2,018 2,084 2,127 2,187

16,464 16,377 16,277 16,173
25.4% 26.5% 27.4% 28.3%高齢化率

40歳未満
40～64歳
（第2号被保険者）
65歳以上
（第1号被保険者）

総人口

 
※推計方法：コーホート変化率法により推計 
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（2）要介護認定者数の推計 
要介護認定者数の推計は、平成 22 年と平成 23 年の実績（6 月末現在）を用いて算定

しました。要介護認定者数は、第 1 号被保険者数の増加に伴い、年々増加し、平成 26

年には 810 人となる見込みです。要介護認定率（65 歳以上人口に対する要介護（支援）

認定者数の割合）は平成 26 年には 17.7％となる見込みです。 

 

(単位：人)

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
63 67 72 76
82 85 87 90

115 122 128 134
133 141 147 152
91 97 102 107

121 130 134 140
94 103 108 112

699 745 778 810
うち第2号被保険者数 21 25 25 25

4,178 4,336 4,464 4,582
16.7% 17.2% 17.4% 17.7%

要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5
認定者合計

第1号被保険者数
要介護認定率     

 

9.0%

9.0%

9.2%

9.3%

11.7%

11.4%

11.2%

11.1%

16.5%

16.4%

16.4%

16.5%

19.0%

19.0%

18.8%

18.8%

13.0%

13.0%

13.1%

13.2%

17.3%

17.4%

17.3%

17.3%

13.4%

13.9%

13.9%

13.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
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1.基本理念                              

国が定める第 5 期介護保険事業における基本指針は、「地域包括ケア」の考え方に基

づき、第 3 期計画で設定した平成 26 年度の目標に至る最終段階と位置付け、介護保険

施設等の適正な整備目標と、制度の持続可能性を高めていくための介護予防を推進し、

軽度者に対する予防給付や要支援・要介護状態になってしまうおそれのある方を対象と

した「地域支援事業」などを基本的に継続することとしています。 

よって、本町における高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の基本理念は、高齢

者の活力を生かす自立支援（自助）、人との交流による健康で安心できる地域社会の形

成（共助）、すべての人が尊厳をもって平等に、生きがいをもって生活できるまちづく

り（公助）の考え方をもって、地域包括ケアの推進を図っていくため、第 4 期計画にお

ける考えを継承します。 

 

（1）自主・自立の確保 

高齢期を、健やかに生きがいをもって暮らしていくためには、健康の維持・向上に対

する町民一人ひとりの自助努力の精神と、これを支える社会のあり方が重要です。生涯

を通じて、自己の意思に基づき、意欲と能力に応じて自主的に社会参加し、自己の権利

が確保できる地域社会を形成します。 

 

（2）支え合う地域社会の形成 

高齢化は高齢者だけの問題でなく、すべての町民の日常的な生活にかかわる問題です。

高齢者を地域の人々が支え合い、相互扶助や社会的支援を通じて、健康で安心できる地

域社会を形成します。 

 

（3）ノーマライゼーション理念の確立 

高齢者・障がいのある人をはじめ、町民のあらゆる人々が人間としての尊厳を保ち、

平等に地域社会の構成員として生きがいをもって生活できるノーマライゼーションの理

念が確立された地域社会を形成します。 

 

 

 

 

第第第第 3333 章章章章    計画計画計画計画のののの基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方    
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2.基本目標                              

基本理念に基づく基本目標は、以下の通りとし、この基本目標に沿って各種施策を展

開します。 

 

（1）高齢者の尊厳の確保 

高齢者の尊厳を保持するため、地域住民に対する知識・理解の普及・啓発に取り組み、

地域包括支援センターを中心として、保健、医療、福祉等関係機関との連携を図り、人

権意識の啓発や虐待の発見時における通報の周知の推進、相談支援体制の整備等に努め

ます。また、要介護高齢者の多くは認知症の影響が認められると言われており、そのた

め、認知症になっても安心して社会生活が営めるよう、相談機能の強化や権利擁護のた

めの取り組みの充実を図ります。 

 

（2）健康寿命の延伸に向けた施策の推進 

豊かな高齢社会を実現するためには、高齢者ができるだけ長く自立した生活を送れる

ことが重要となってきます。健康づくりは、一人ひとりの日常における自主的な取り組

みを基本としながら、地域全体で健康づくりに対する関心を持ち、取り組んでいけるよ

うな環境づくりが必要です。そのため、健康づくりや生活習慣病予防から、一般高齢者、

二次予防事業対象者及び要支援高齢者に対する介護予防までを一体的に取り扱い、地域

支援事業や保健サービス等の取り組みにおいて充実を図ります。 

 

（3）地域におけるケア体制の推進 

多くの高齢者は住み慣れた地域で安心して生活を続けることを望んでいます。そのた

め、生活全般にわたる支援体制を整備していく地域包括ケアシステムが必要となります。

本町では地域包括支援センターを中心として、相談支援の充実や保健・医療・福祉の連

携を進めていきます。また、今後も増加が予想されるひとり暮らし高齢者や高齢者のみ

世帯、要援護者等を地域で見守ることや、災害時の支援の充実など、誰もが安心して暮

らせる町の実現を推進します。 
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（4）高齢者が安心して生きがいをもてる社会の実現 

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送るためには、身近な地域の中で生活の幅

を広げ、長年、培ってきた知識、経験、技能を生かし、積極的に社会参加できるような

環境の整備が必要です。また、高齢者が安心して暮らせる町であるために、公共施設等

のバリアフリー化の推進とともに、多様な住宅ニーズに応えられるように住環境の整備

を進めていきます。 

 

（5）介護サービスの適切な提供と介護保険の円滑な運営 

高齢者にかかわるサービスは広範囲にわたっており、高齢者の心身の状態もさまざま

であることから、高齢者一人ひとりへのきめ細やかな対応が求められています。そのた

め、高齢者が介護を必要とする状態となったときに、安心してサービスの利用ができる

よう、情報を効果的に提供することや介護サービスの質の向上を図ります。また、利用

者に対して適切なサービスが提供されるように介護サービス事業者への指導・助言、ケ

アマネジャーへの支援等を推進します。 

 

 

3.重点事項                             

国の基本指針の中で、今後、認知症を有する高齢者の増加や、医療ニーズの高い高齢

者や重度の要介護認定者の増加等に対応するため、各地域特性等の実情に応じた優先的

に取り組むべき重点事項を、地方自治体が判断のうえ選択し、第 5 期介護保険事業計画

に位置づけるなど、段階的に計画内容を充実強化させることが重要であるとしています。 

そこで、河南町においては、高齢化率の上昇に伴い、今後認知症高齢者が増加するこ

とが予測され、アンケート調査においても、将来は自宅で過ごしたいと考えている方が

多いことから、第 5 期介護保険事業計画においては、「認知症高齢者の支援」を重点的

に取り組み、認知症になっても安心して暮らせるまちづくりを進めます。 
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4.施策の体系                             

 

基本目標基本目標基本目標基本目標 施策施策施策施策

5.介護サービスの適切な提供と
　介護保険の円滑な運営

①情報の効果的な提供

②サービスの質の向上

③適切な要介護認定

④介護保険事業の評価の推進

⑤社会福祉法人等による
　利用者負担軽減措置制度の活用促進

⑤地域全体での高齢者ケアの推進

4.高齢者が安心して生きがいをもてる社会の実現 ①高齢者の居住ニーズに対応した住まいの供給

②雇用、就業対策の推進

③生きがいづくりの推進

④高齢者が住みよいまちづくり

②介護予防の効果的な推進

3.地域におけるケア体制の推進 ①地域包括支援センターの機能の充実

②地域密着型サービスの充実

③災害時における高齢者への支援

④保健・医療・福祉の連携

1.高齢者の尊厳の確保 ①高齢者虐待の防止と早期発見・早期対応

②認知症対策の推進

2.健康寿命の延伸に向けた施策の推進 ①疾病予防の推進
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基本目標 1 高齢者の尊厳の確保                    

（1）高齢者虐待の防止と早期発見・早期対応 

1）高齢者虐待の防止と早期発見・早期対応 

高齢者虐待は、高齢者の基本的人権を侵害するものであり、平成 17 年には「高齢者

虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」が成

立しました。 

高齢者虐待防止法の趣旨を踏まえ、養護者による高齢者虐待の防止、通報、届出の窓

口を広く周知するとともに、地域包括支援センターを中心として、地域における介護

サービス事業者、関係機関、住民等に対して、研修会等を通じて、通報（努力）義務の

周知を行い、高齢者虐待の防止と早期発見・早期対応を図ります。また、高齢者虐待防

止ネットワークを構築し、高齢者虐待防止等の権利擁護を含め、虐待の恐れのある高齢

者や養護者・家族に対する多面的な支援を行っていきます。 

 

2）施設等における身体拘束ゼロに向けた取り組み 

身体拘束は、高齢者の尊厳を傷つけるのみならず、身体機能の低下を引き起こします。

そのため、施設等における身体拘束ゼロに向けた職員の意識改革や、サービスの質の向

上への取り組みを支援するため、施設事業者への関連情報の提供や共有化を図ることに

加え、介護相談員が定期的に特別養護老人ホームやグループホーム、介護サービス事業

所等へ訪問し、介護状況を確認していきます。また、府との連携による相談体制の確保

にも努めます。 

 

（2）認知症対策の推進 

1）認知症高齢者のための体制整備 

認知症高齢者等が尊厳を保ちつつ穏やかな生活を送り、また、家族も安心して社会生

活が営めるよう、認知症高齢者及び家族に対する相談や訪問指導を実施します。また、

地域包括支援センターを中心として、介護保険サービス事業者や医療機関、社会福祉協

議会等との連携を図り、認知症高齢者の早期発見・早期対応に努めるとともに、相談窓

口を設置し認知症高齢者がいる家族の負担軽減やサービスの情報提供等を行います。 

また、徘徊高齢者の対策として、平成 22 年 4 月には、南河内圏域市町村徘徊高齢者

ＳＯＳネットワークが発足し、関係部署と町内の介護サービス事業所など 10 箇所が協

力して早期発見に努めており、今後も協力機関の増加を図っていきます。 

第第第第 4444 章章章章    高齢者施高齢者施高齢者施高齢者施策策策策のののの展開展開展開展開    



17 

2）居住環境に配慮した施設整備 

環境変化の影響を受けやすい認知症高齢者の特性に配慮し、認知症高齢者グループ

ホームや地域密着型介護老人福祉施設などの地域密着型サービスの整備に努めます。 

 

 

3）認知症理解のための啓発・広報 

広報や講座、講演会などあらゆる機会を通じて認知症理解のための啓発を進めます。

また、認知症サポーター100 万人キャラバンの啓発事業を通し、キャラバンメイトの自

主組織化の促進や活動の場の確保も進めていきます。 

今後は、国の示す目標である人口比 5％の認知症サポーターを達成するため、小中学

生向けの講座なども実施します。 

 

 

4）権利擁護のための取り組み 

認知症高齢者をはじめとする高齢者のすべてが尊厳を持って暮らしていくためには、

高齢者虐待の防止や権利擁護の取り組みを進める必要があり、町と社会福祉協議会、民

生委員・児童委員、地区福祉委員、地域住民等との連携の強化を図ることによって推進

していきます。また社会福祉協議会がこれまでに実施してきた日常生活自立支援事業を

今後も引き続き実施していくとともに、成年後見制度へとつなげるために、ケアマネ

ジャーや介護サービス事業所、住民に向けた消費者被害や成年後見等の研修会を通じ、

広報・啓発を進め、地域で安心して自立した生活を送れるように支援します。 
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基本目標 2 健康寿命の延伸に向けた施策の推進             

（1）疾病予防の推進 

高齢者がいきいきと健康な生活を送れるよう、効果的な啓発や環境づくりの実施によ

り、一人ひとりが健康づくりや生活習慣病予防に取り組むことが大切です。本町では引

き続き生活習慣病の予防を重要な視点と捉え、疾病の早期発見・早期治療のための健康

診査や健康教育等を実施することにより、健康づくりと疾病予防の推進を行っていきま

す。（Ｐ63「保健サービスの充実」に詳細記述） 

 

 

（2）介護予防の効果的な推進 

一般高齢者に対する高齢者サービス、二次予防事業対象者に対する介護予防事業、要

支援者に対する介護予防サービス、要介護者に対する介護サービスを地域包括支援セン

ターが中心となって、町、医療機関、介護サービス事業者等の連携・協力のもと行って

いきます。 

また、介護予防を効果的に推進し、高齢者が要介護状態となることを予防するととも

に、要介護状態となっても地域で安心して生活を送れるように、地域支援事業のより一

層の強化を行います。（Ｐ54「地域支援事業の現状と今後の見込み」に詳細記述） 
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基本目標 3 地域におけるケア体制の推進                

（1）地域包括支援センターの機能の充実 

公正・中立な立場から、要支援・要介護状態になる前の町民を対象とした介護予防事

業と、要支援者に対する予防給付について、連続的に一貫性を持ったマネジメントの実

施や、地域で生活するための相談への対応等、地域包括ケアを担う拠点として平成 18 

年度より地域包括支援センターを設置しています。 

地域包括支援センターは、地域支援事業のうちの包括的支援事業として「介護予防ケ

アマネジメント事業」、「総合相談支援・権利擁護事業」、「包括的・継続的マネジメント

事業」を地域において一体的に実施する役割を担う中核機関です。 

今後、地域包括支援センターの機能が十分に発揮できるように、以下の項目に対して、

積極的に取り組んでいきます。 

 

1.保険者との連携を強化 

2.地域包括支援センターの業務と人員の改善 

3.地域のネットワークの構築とケアマネジメント力の向上 

4.職員のスキルアップへの取り組み 

 

■地域包括支援センターの役割 

    内容内容内容内容    

役割役割役割役割    

①介護予防事業のマネジメント 

②介護保険外のサービスを含む高齢者や家族に対する総合的な相談支援 

③被保険者に対する虐待の防止、早期発見等の権利擁護事業 

④支援困難事例への対応などケアマネジャーへの支援 

配置職種配置職種配置職種配置職種    

①保健師または地域ケア・地域保健等の経験のある看護師 

②社会福祉士 

③主任ケアマネジャー 
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（2）地域密着型サービスの充実 

高齢者が要介護状態となった後も、可能な限り住み慣れた地域で安心して生活でき

るよう、きめ細やかなサービスを提供することが重要です。このため、地域における

高齢者の状況やサービス利用意向を踏まえつつ、地域密着型サービスの充実に努めま

す。 

地域におけるケア体制の基盤整備において、今後は広域型大規模施設の整備よりも

地域住民との交流ができる地域密着型サービスの施設整備の促進を図るとする考え方

が出されており、今後はニーズに応じた地域密着型サービスの整備等を進めていきま

す。また、事業者の指定、独自報酬の設定等、地域密着型サービスに係る事務の運営

にあたっては、地域密着型サービス運営委員会の意見を反映させ、事務の公平・公正

な運営を確保します。 

 

 

（3）災害時における高齢者への支援 

ひとり暮らし高齢者、高齢者のみ世帯が増加している状況のもと、高齢者が住み慣

れた地域で安心して生活できるよう相談・見守り体制の整備等、地域におけるセーフ

ティネットの構築に努めます。そのため、地域包括支援センターと民生委員・児童委

員・自治会等との連携を強化します。 

また、平成23年には、災害時における高齢者の安全確保においては、避難など一連

の行動をとることが難しい要援護者の避難支援を迅速かつ的確に行うため、平常時か

ら要援護者に関する情報の把握、防災情報の伝達手段・伝達体制の整備及び避難誘導

等の支援体制を確立することを目的として、河南町災害時要援護者避難支援プランを

策定しました。 
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（4）保健・医療・福祉の連携 

1）地域包括ケア会議の体制づくり 

高齢者の抱えるニーズは多様化・複雑化しており、高齢者一人ひとりに適切に対応

していくためには、保健・医療・福祉の各分野が協力してその人に最も見合うサービ

スの提供を行っていくことが求められます。 

このため、本町では従来から実施してきた高齢者サービス調整チームを発展させ、

平成12年度から地域ケア会議、平成18 年度から河南町及び太子町地域ケア担当者会議

を設置し、保健・医療・福祉等にかかわる各種サービスを総合的に調整・推進するこ

とを目的として活動を行っています。 

今後は、高齢者が住み慣れた家庭や地域で、年齢や生活状態に関係なく、いつまで

も安心して暮らすことができるよう、関係機関との連携を図るとともに、高齢者一人

ひとりの実態や希望に応じた包括的・継続的な生活支援体制、いわゆる地域包括ケア

システムの構築に向けた、地域包括ケア会議の体制づくりを進めていきます。 

 

 

2）医療と介護の連携の強化 

住み慣れた自宅や地域において生活を継続していくためには、医療による支援が必

要です。そのため、医療や介護サービスを切れ目なく提供できるよう、病院や保健所、

地元医師会等と一層の連携を図るとともに、相談対応や訪問看護ステーションの紹介

等、在宅生活を支援するため、医療と介護の効果的な連携を推進していきます。 

また、入院による急性期から退院後の在宅療養に円滑に移行し、適切なリハビリ

テーションの提供ができるよう、保健・医療・福祉の各分野が連携して適切な保健福

祉サービスの提供の充実を図ります。 

 

 

3）地域での介護力の強化 

介護が必要となっても、住み慣れた地域で安心して生活していくためには、在宅生

活を支援するサービスの充実に加え、高齢者やその家族を地域ぐるみで見守る地域社

会の構築が不可欠です。そのため、町の担当となる高齢障がい福祉課を中心とした庁

内関係部局との連携、住民参加の福祉サービスをコーディネートする社会福祉協議会

との連携、さらには、地域住民の身近な相談や地域の代弁者として活動している民生

委員・児童委員との連携の強化を行います。 
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（5）地域全体での高齢者ケアの推進 

1）福祉教育の推進 

町民自らの参画と実践による地域福祉づくりを進めるとともに、若年層の福祉に対

する意識啓発を図るため、各種の講座等を活用して福祉教育を推進します。 

 

 

2）広報活動の充実 

高齢者が安心して必要なサービスが利用できるよう広報活動の充実を図るとともに、

民生委員・児童委員を通じて情報の提供に努めます。 

 

 

3）社会福祉協議会による主な高齢者福祉事業 

①小地域ネットワーク活動推進事業 

小地域ネットワーク活動推進事業とは、地区福祉委員会を基盤として、援護を必要

とする人を対象に、地域住民が中心となり、保健、医療、福祉の関係者と協働して進

める「支え合い」「助け合い」活動です。 

本町では、５地区すべての地区福祉委員会が地区内の要援護者に対し、地域のボラ

ンティアが自宅を訪問して安否確認するほか、集会所等を利用してふれあいいきいき

サロン・世代間交流・地域リハビリテーション事業を行っています。現在、地区福祉

委員の高齢化や専任化がみられ、活動員の確保が課題となっているため、今後、広報

などを通して会員数を増やすとともに、研修会等を開催し、小地域ネットワーク活動

のさらなる充実をめざします。 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

グループ援助活動 延人数 3,944 3,766 3,500 

個別援助活動 実人数 29 25 19 

実施回数 回数 151 147 145 

 

②ひとりぐらし高齢者の集い 

概ね65歳以上のひとりぐらし高齢者を対象に、社会的孤独感を解消し、ふれあいの

場づくりを目的として催し等を年1回実施します。 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用人数 人数 63 76 54 

実施回数 回数 1 1 1 
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③貸出事業 

町内に在住している車イスまたは電動三輪車を必要とする人を対象に、短期間（最

大1か月）無料で貸し出しをしています。今後も多くの人が利用可能となるように、

サービスの充実と広報などによるＰＲを行っていきます。 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用人数 人数 42 44 45 

 

 

④コミュニティソーシャルワーカー設置事業 

介護や子育て等、様々な悩みを抱えている人の、あらゆる相談に社会福祉協議会の

専門員が応じ、その一人ひとりに合った福祉サービスの紹介や専門機関へのつなぎ・

見守りなど、関係機関や地域の住民とのつながりを持ちながら問題解決を行います。 

今後は、専門員が地域に赴き、気軽に相談が出来る関係づくりを進めていきます。 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

相談件数 件数 213 251 200 

訪問回数 回数 137 183 150 

 

 

⑤心配ごと相談 

社会福祉協議会職員が中心となって、高齢者の様々な相談に応じ問題解決に努め、

必要に応じて専門機関の紹介や連携を行っています。平成23年度からは、相談窓口を

毎日開設しており、今後も継続して周知されるように広報の充実を図ります。 

 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

相談件数 件数 12 8 10 

 

 

⑥ボランティア活動 

平成23年度、社会福祉協議会に登録している高齢者に対するボランティア団体は6団

体あり、老人福祉施設やデイサービスでの定期的なボランティア活動や諸行事の補助

などを行っています。今後は、会員の減少と高齢化のためボランティアの確保が必要

となっており、次世代のボランティアの育成に力を入れていきます。 
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⑦日常生活自立支援事業 

知的障がい、精神障がい、認知症等により、判断能力が不十分な人を対象に、地域

で自立した生活を送れるよう、福祉サービスの利用手続きの援助や代行、日常的な金

銭管理、通帳や証書類などの預かりサービス等の支援を行っています。 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

相談件数 件数 362 349 350 

利用人数 実人数 6 7 8 

訪問回数 回数 211 207 200 

 

 

⑧移送サービス事業 

町内在住の外出困難な要介護高齢者や重度身体障がい者などの外出を援助すること

を目的に移送サービス車（運転手は原則移送ボランティア）を提供しています。 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用人数 人数 9 6 8 

利用回数 回数 34 46 54 

 

 

⑨当事者組織の支援 

福祉の向上を図るため、介護者（家族）の会など当事者間の交流や相互支援を行っ

ている団体に対して、事務局を担うなどの支援を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 

基本目標 4 高齢者が安心して生きがいをもてる社会の実現        

（1）高齢者の居住ニーズに対応した住まいの供給 

今後、高齢者の増加が見込まれ、居住ニーズの多様化が考えられます。そのため、

高齢者が安全、安心、快適に暮らせる住まいの実現をめざし、緊急通報装置の貸与や

様々な居住の場の整備に努めます。（Ｐ67「福祉サービスの充実」に詳細記述） 

 

 

（2）雇用、就業対策の推進 

超高齢社会の突入に伴い地域における人材活用として、高齢者の働く意欲や経験を

生かし、体力や能力に応じた多様な形態の就業の場をいかに確保していくかが重要と

なってきます。退職後の新たな社会参加・就労を高年者人材センターの充実により支

援し、高齢者の意欲や能力を地域で有効に活用できるような環境の整備を進めます。 

 

 

1）高年者人材センターの充実 

高年者人材センターでは、定年退職後等における、生きがいづくりや社会参加を目

的として、高齢者の能力を生かした多様な就業機会の場の提供に努めています。平成

22年度の利用件数は127件、延従事者数は3,400人、事業収入額は12,772,671円となっ

ています。2年間で利用件数、延従事者数、事業収入額は増加しています。 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用件数 件数 113 127 130 

延従事者数 人数 3,381 3,400 - 

事業収入額 円 11,700,713 12,772,671 - 
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（3）生きがいづくりの推進 

高齢者になってもいきいきと充実した生活を送るために、スポーツ活動や趣味、教

養のための講座や教室、ボランティア活動などの機会や場の充実に努め、それらの活

動を支援します。 

 

1）高齢者の学習機会やスポーツ活動の確保 

高齢期を迎えて、趣味を含めた生涯学習や文化・スポーツ活動に対する意欲は一層

高まるものと考えられ、多様な学習機会の提供が求められます。 

今後は老人大学講座の充実に努めるとともに、高齢者のスポーツ大会や地域の公共

施設等を利用した各種高齢者教室への支援、高齢者が自ら行う生きがいづくり等に対

する学習機会の推進を図ります。 

 

  平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

 事業内容 実施回数 
延参加人

数 
実施回数 

延参加人

数 
実施回数 

延参加人

数 

（1）健康維持・推進活動       

 健康増進料理教室 2 30 2 33 2 30 

 
クロリティー大会及びビー

ンボウリング大会 
1 76 1 76 - - 

 ゲートボール大会 2 40 2 20 2 20 

 グランドゴルフ大会 1 140 2 214 2 220 

 スポーツ大会 1 383 1 331 1 356 

 フロアカーリング大会 1 40 1 42 - - 

（2）ふれあい活動       

 手芸教室 24  24  24  

 民謡教室 36  36  36  

 カラオケ教室 24  24  24  

（3）世代間交流       

 もちつき大会等 (4 地区)  (6 地区)  (6 地区)  

（4）文化教養活動       

 老人大学講座 3 221 3 182 4 200 

 囲碁・将棋 1 20 1 20 1 30 
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2）老人クラブへの支援 

老人クラブは、地域を基盤とする「仲間づくり」を特色とし、生きがいづくり・健

康づくりを共に支え合うとともに、高齢者の孤立を防ぐなど、超高齢社会に進展して

いく中でその役割は大きくなっています。このため、老人クラブの活性化を図るとと

もに、高齢者の力を積極的に生かす取り組みを行っていきます。 

また、老人クラブでは、スポーツ大会や教養講座の開催、寝たきりの高齢者や老人

ホームへの友愛訪問等のボランティア活動、健康づくりに関する活動等高齢者の社会

活動の充実を図って、平成22年度の老人クラブ数は35、会員数は2,132人となっていま

す。3 年間で大きな変化はみられませんが、役員の高齢化が進んでいるため、幅広い

年齢層に対して広報を進めていきます。 

 

 単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

クラブ数 クラブ 35 35 36 

会員数 人数 2,186 2,132 2,094 

 

 

3）総合保健福祉センターの活用 

住民の健康増進及び保健、福祉の向上を図るとともに、地域住民相互の交流の場を

提供するため、かなんぴあを中心とする総合保健福祉センターを開設しています。 

運営については、指定管理者制度を活用して指定管理者に委任して行っています。

会員の過半数を60歳以上で占め、スイミング、エアロビクスなどを通じて健康づくり

に努めておられます。囲碁教室なども開催されています。 

 

 

 

4）高齢者福祉農園の貸与 

土に親しみ農産物を栽培することにより、高齢者の生きがいと健康の増進に資する

ため、老人クラブ会員に対し、農園を貸与しています。 
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（4）高齢者が住みよいまちづくり 

すべての人が生活しやすいまちづくりをめざすために、公共施設などのバリアフ

リー化や交通対策など、高齢者に優しい環境の整備を促進します。 

 

1）高齢者に配慮した交通対策の推進 

高齢者、身体障がい者等の公共機関を利用した移動の利便性・安全性の向上を促進

するため、平成12年11月に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の

円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法）」が施行されました。 

高齢者は加齢とともに日常生活の行動範囲が狭くなる傾向にありますが、気軽に外

出し社会活動に参加したり、スポーツ・レクリエーション活動等に参加したりするこ

とで、人との交流、心身のリフレッシュや生き生きとした生活が得られると考えます。 

高齢者も含めすべての住民が外出しやすい環境整備を関係機関に働きかけます。 

 

 

2）公共建築物等の整備 

庁舎、学校、公民館、集会所等の公共性の高い施設を、高齢者はもちろんのことす

べての人が利用しやすい施設へと整備していくことが必要です。 

このため公共建築物の整備にあたっては、高齢者が地域社会の中で安心して生活で

きるよう、「大阪府福祉のまちづくり条例」に基づき、関係部局・機関との連携のもと

に高齢者にやさしいまちづくりを推進します。 
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基本目標 5 介護サービスの適切な提供と介護保険の円滑な運営     

（1）情報の効果的な提供 

介護保険をはじめとする各種サービスの利用促進を図るため、パンフレットやホー

ムページ、広報等を通じた住民への制度周知に取り組みます。なお、広報にあたって

は、できるだけ平易な表現を用いることや点字や拡大文字の使用、外国語表記など、

高齢者や障がいのある人など多様な状況に配慮した情報提供に努めます。 

 

 

（2）サービスの質の向上 

1）介護サービス事業者への指導・助言 

介護サービスの質の向上を図り、利用者に対して適切なサービス提供がされるよう、

事業者に対する指導・助言を行います。また、指定・指導権限については平成24年1月

から、「大阪発“地方分権改革”ビジョン」に基づき、大阪府から権限移譲され本町を

含む近隣市町村（3市2町1村）で共同処理するこことなりましたが、実施にあたっては

事業所に関する情報を的確に把握するための情報交換を常に行い、適切な指定や指

導・監督ができるよう努めます。 

地域密着型サービスについては、町が指定・指導権限を有することから、事業者へ

の立ち入り調査権限も活用していきます。 

さらに、サービス利用に際しての利用者の自己選択を支援するため、「ＷＡＭ－ＮＥ

Ｔ」を活用した事業者情報の提供とともに、サービス事業者と連携を図りながら情報

の提供に努めます。 

 

2）ケアマネジャーへの支援 

介護保険制度の要であるケアマネジャーの質の向上は、介護サービス全体を左右す

るものです。そのため、地域包括支援センターが中心となりケアマネジャーの質の向

上に向けた研修を実施するとともに、地域の実情に応じたケア体制の構築等によるケ

アマネジメントの充実を図ります。 

また、相談や支援困難事例のバックアップ体制の強化を行うことによって、ケアマ

ネジャーへの支援を行っていきます。 
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3）苦情解決体制の充実 

介護保険制度の利用に関する苦情については、大阪府の介護保険審査会や大阪府国

民健康保険団体連合会、介護相談員等と連携を図りながら、迅速かつ適切に対応でき

るよう努めます。また、広域的な苦情に対しては、大阪府国民健康保険団体連合会が

対応します。 

 

4）介護給付費適正化の推進 

利用者に対する適切な介護サービスを確保するために、介護給付の適正化を図りま

す。本町では、大阪府国民健康保険団体連合会から情報提供される介護給付費適正化

システムを活用し、不適正なサービス提供が行われていないかチェックします。さら

に、平成23年に策定された「大阪府介護給付適正化計画」における重要6事業（認定訪

問調査の点検、ケアプランの点検、住宅改修の適正化、医療情報との突合、縦覧点検、

介護給付費通知）に基づいて介護給付費の適正化に努めています。 

 

 

（3）適切な要介護認定 

介護認定審査会は、河南町、太子町、千早赤阪村の３町村の共同設置であり、審査

会委員は保健・医療・福祉の各分野の専門家で構成されています。１合議体の委員定

数は５人で６合議体に分かれて審査認定を行っています。また、要介護認定にかかる

認定調査では、新規については町嘱託職員が実施し、更新申請等については指定居宅

介護支援事業者等に委託しています。 

要介護認定に不可欠な医師の意見書については、府や医師会とも連携して、研修会

や情報提供を行う等、意見書の記載が適切に行われるよう取り組んでいます。 

今後も、認定調査事務の実施体制の強化を図るとともに、委託を行う場合であって

も、調査の適正化に努めます。 

また、認知症や障がいのある方など高齢者一人ひとりの状態をより正確に反映させ

ることができるよう、日頃の状態や障がいによる生活面での困難を的確に説明できる

方の同席を求め、その内容を認定調査の特記事項に記載し、介護認定審査会において

の審査判定に正しく反映されるよう努めます。 

そして、審査会委員等に対する研修において周知し、公平・公正で適切な要介護認

定を実施できるよう支援します。 
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（4）介護保険事業の評価の推進 

介護保険事業の円滑かつ適正な運営を確保するため、サービス利用の動向等介護保

険の運営状況を定期的に評価・分析します。また、保険者相互間の実績比較を行い、

地域特性の把握に努めます。 

 

 

（5）社会福祉法人等による利用者負担軽減措置制度の活用促進 

社会福祉法人等利用者負担軽減措置制度とは、社会福祉法人が低所得者で介護保険

サービスの利用が困難な人に対し、利用者負担を軽減した場合に、町が社会福祉法人

に助成を行う事業です。町においても、この制度の趣旨を広く周知することにより、

社会福祉法人で軽減措置が実施されるよう努めます。 
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1.介護保険サービスの現状と今後の見込み                

計画期間における居宅サービス、地域密着型サービス、施設・居住系サービスを利用

する要支援・要介護認定者数を推計し、サービスの年間必要量を要介護度別、サービス

別に推計します。見込まれる必要量に地域のサービス基盤と医療療養病床からの転換分

を勘案して、見込み量（供給量）を推計しますが、本町では、サービス必要量に対して

供給量を同数（供給量=100％）で算定しております。 

各供給量に基づき、計画期間における総給付費を要介護度別、サービス別に推計しま

す。 

また、平成 26 年度における介護保険３施設等の入所施設利用者全体に対する要介護

４・要介護５の人の割合を 70％以上とすることを目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■■■施設施設施設施設サービスサービスサービスサービス利用者数利用者数利用者数利用者数のののの見込見込見込見込みみみみ    

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護保険３施設利用者数（人） 173 174 175 

施設利用者のうち要介護 4・5(人) 122 122 123 

施設利用者のうち要介護 4・5 の割合(%) 70.5% 70.1% 70.3% 

 

第第第第 5555 章章章章    介護保険介護保険介護保険介護保険サービスサービスサービスサービス等等等等のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望    

○○○○介護保険介護保険介護保険介護保険３３３３施設及施設及施設及施設及びびびび介護専用型居住系介護専用型居住系介護専用型居住系介護専用型居住系サービスサービスサービスサービス    

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、地域密着型介護

老人福祉施設、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護、介護専用型特定施設入所者生活介護をいいます。 

    

○○○○居宅居宅居宅居宅サービスサービスサービスサービス    

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所

リハビリテーション、居宅療養管理指導、短期入所生活介護、短期入所療養介

護、福祉用具貸与をいいます。 

    

○○○○地域密着型地域密着型地域密着型地域密着型サービスサービスサービスサービス    

夜間対応型訪問介護、認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護、小規

模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等をいいます。 
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（1）介護保険サービスの充実 

1）居宅介護サービスの充実 

①訪問介護／介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス） 

ヘルパー（訪問介護員）が利用者の自宅を訪問し、食事・入浴・排泄等の身体介護や、

調理・洗濯・掃除等の生活援助を行います。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（回/年） 24,439 24,122 24,950 

実績値（回/年） 22,430 26,264 28,338 
介 

護 

対計画値比（％） 91.8% 108.9% 113.6% 

計画値（人/年） 396 408 420 

実績値（人/年） 353 315 361 
予 

防 

対計画値比（％） 89.1% 77.2% 86.0% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用回数は年々増加傾向にあり、計画値と比較

しても年々計画値を上回っています。予防給付でも利用者は増加傾向にあり、計画値と

比較すると、8割前後の割合となっています。 

本サービスは、在宅で介護を受ける高齢者にとって必要なサービスです。ニーズ調査

の結果をみても、将来は自宅で暮らしたいと考えている人が多いことから、今後も介護

給付・予防給付ともに増加していくことが考えられ、現状の実績を踏まえて利用ニーズ

の動向を見極め、適切な対応をしていきます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

 単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

訪問介護 回/年 29,295 32,105 34,916 

介護予防訪問介護 人/年 376 403 431 
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②訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護 

車などで浴槽を利用者宅に運び、入浴の援助を行います。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（回/年） 456 456 456 

実績値（回/年） 498 370 452 
介 

護 

対計画値比（％） 109.2% 81.1% 99.1% 

計画値（回/年） 0 0 0 

実績値（回/年） 0 0 0 
予 

防 

対計画値比（％） 0.0% 0.0% 0.0% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用回数は増加と減少を繰り返しており、平成

22 年度は一時的に利用者が減少しましたが、ほぼ計画通りの推移となっています。予防

給付の実績をみると、計画値と同じく利用はみられませんでした。 

本サービスは比較的要介護度の重い人が多く利用されるため、在宅生活を続けるため

に必要なサービスとして量・質ともに確保に努めます。予防給付では、家に浴槽がない

場合や疾病などによって、他の施設での入浴が困難な場合などに限られるため、第５期

計画においても利用は見込みません。また、本町では訪問入浴サービス提供事業所がな

いこともあり、別のサービスの通所介護で補っていることも考えられ、現状の実績を踏

まえて利用ニーズの動向を見極め、適切な対応をしていきます。 

    

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

     単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

訪問入浴介護 回/年 489 523 556 

介護予防訪問入浴介護 回/年 0 0 0 

計 回/年 489 523 556 
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③訪問看護／介護予防訪問看護 

利用者の自宅を看護師等が訪問し、主治医の指示に基づいて療養上の世話や診療の補

助を行います。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（回/年） 4,056 4,176 4,236 

実績値（回/年） 3,920 3,649 3,582 
介 

護 

対計画値比（％） 96.6% 87.4% 84.6% 

計画値（回/年） 24 24 24 

実績値（回/年） 15 30 118 
予 

防 

対計画値比（％） 62.5% 125.0% 491.7% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、利用回数は減少傾向にあり、計画値に対する割合も減少し

ています。予防給付の実績をみると、サービスの利用回数は大きく増加しており、平成

23 年度は計画値の約 5倍の実績が見込まれます。 

今後、要介護認定者の増加とともに利用回数は増加する傾向にあると考えられます。

また、療養病床の再編のため、在宅での医療のニーズが増えることも踏まえて見込んで

います。一方、予防給付においては、急激にサービス利用者が増加したこともあり、今

後のニーズも踏まえながら適切な対応をしていきます。 

    

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

     単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

訪問看護 回/年 3,870 4,105 4,339 

介護予防訪問看護 回/年 72 84 96 

計 回/年 3,942 4,189 4,435 
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④訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーション 

利用者の自宅を理学療法士等が訪問し、心身の機能の維持・回復を図り、日常生活の

自立を助けるために、理学療法、作業療法、その他必要なリハビリテーションを行いま

す。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（日/年） 312 312 372 

実績値（日/年） 227 189 188 
介 

護 

対計画値比（％） 72.8% 60.6% 50.5% 

計画値（日/年） 0 0 0 

実績値（日/年） 0 26 39 
予 

防 

対計画値比（％） 0.0% 0.0% 0.0% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、専門職や事業所が少ないためサービスの利用回数は減少傾

向にあり、平成 23 年度の計画値に対する実績値の割合は約 50％となっています。予防

給付の実績をみると、計画値ではサービスの利用は見込んでいませんでしたが、平成 22

年度以降利用者が出てきています。 

日常生活の自立のためには必要なサービスであり、今後も要介護認定者の増加ととも

に利用回数も増加すると考えられます。今後は、現状の実績を踏まえて利用ニーズの動

向を見極め、適切な対応をしていきます。 

    

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

     単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

訪問リハビリテーション 日/年 444 480 515 

介護予防訪問リハビリ

テーション 
日/年 51 54 57 

計 日/年 495 534 572 
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⑤居宅療養管理指導／介護予防居宅療養管理指導 

利用者の自宅を医師や歯科医師、薬剤師、管理栄養士等が訪問し、療養上の健康管理

や保健指導、また介護方法の指導・助言等を行います。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/年） 852 888 900 

実績値（人/年） 687 709 704 
介 

護 

対計画値比（％） 80.6% 79.8% 78.2% 

計画値（人/年） 144 156 168 

実績値（人/年） 89 75 66 
予 

防 

対計画値比（％） 61.8% 48.1% 39.3% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用人数はほぼ横ばい状態で推移しており、計

画比では 8 割程度となっています。予防給付の実績をみると、サービスの利用人数は

年々減少傾向にあり、平成 23 年度には計画値の約 4割となっています。 

利用者数はあまり増加していませんが、今後在宅での医療のニーズが高くなることが

予想されるため、現状の実績を踏まえて利用ニーズの動向を見極め、適切な対応をして

いきます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

居宅療養管理指導 人/年 912 972 1,008 

介護予防居宅療養管理指導 人/年 72 84 96 

計 人/年 984 1,056 1,104 
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⑥通所介護／介護予防通所介護（デイサービス） 

デイサービスセンター等に通い、食事・入浴・排泄等の介護や機能訓練、栄養改善

サービス、口腔機能向上サービスを行います。また、社会的な孤立を防いだり、家族の

介護負担を軽くする効果もあります。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（回/年） 17,520 18,168 18,864 

実績値（回/年） 16,607 18,246 20,184 
介 

護 

対計画値比（％） 94.8% 100.4% 107.0% 

計画値（人/年） 336 348 360 

実績値（人/年） 424 444 497 
予 

防 

対計画値比（％） 126.2% 127.6% 138.1% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用回数は年々増加しています。計画比ではほ

ぼ計画通りの推移となっています。予防給付の実績では、サービスの利用人数は増加傾

向にあり、計画値を大きく上回っています。 

本町では訪問入浴介護サービスを行っている事業所がないこともあり、通所介護サー

ビスで入浴等のサービスを利用されていることも考えられます。通所介護は日常生活の

支援として必要なサービスであり、要介護・要支援認定者の増加とともにサービス利用

も増加することが予測されるため、現状の実績を踏まえて利用ニーズの動向を見極め、

適切な対応をしていきます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

             単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

通所介護 回/年 23,254 24,691 26,129 

介護予防通所介護 人/年 503 539 574 
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⑦通所リハビリテーション／介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

老人保健施設や医療機関に通い、心身の機能維持回復や自立を助けるためにリハビリ

テーション、栄養改善サービス、口腔機能向上サービスを行います。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（回/年） 4,164 4,704 4,884 

実績値（回/年） 2,601 3,324 3,826 
介 

護 

対計画値比（％） 62.5% 70.7% 78.3% 

計画値（人/年） 60 72 72 

実績値（人/年） 100 109 125 
予 

防 

対計画値比（％） 166.7% 151.4% 173.6% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用回数は年々増加しています。計画値と比較

すると、年々対計画値比は高くなっており、平成 23 年度は約 8 割となっています。予

防給付の実績をみると、サービスの利用人数は年々増加しており、計画値と比較しても

各年度 1.5 倍以上高くなっています。 

本サービスは、要介護・要支援の高齢者にとって在宅生活へのスムーズな移行と自立

支援を促すための重要なサービスとなっています。今後、療養病床の再編のため、ニー

ズが増えることが予想されますが、現状の実績を踏まえて利用ニーズの動向を見極め、

適切な対応をしていきます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

通所リハビリテーション 回/年 4,116 4,344 4,572 

介護予防通所リハビリ

テーション 
人/年 129 138 148 
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⑧短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

特別養護老人ホーム等に短期間だけ入所し、入浴・食事・排泄等の身体介護や日常生

活の世話、機能訓練等を行います。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（日/年） 8,736 9,228 9,588 

実績値（日/年） 7,049 6,627 6,673 
介 

護 

対計画値比（％） 80.7% 71.8% 69.6% 

計画値（日/年） 84 84 84 

実績値（日/年） 65 0 0 
予 

防 

対計画値比（％） 77.4% 0.0% 0.0% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用日数はほぼ横ばいで推移しています。計画

値と比較すると、22 年度以降は計画値に対する割合は 7 割前後となっています。予防給

付の実績をみると、平成 22 年度以降の利用日数が 0日となっています。 

介護給付は、今後も現状の実績を踏まえサービス量を見込んでいます。予防給付は、

平成 22 年度以降利用者がいないこともあり、利用者のニーズ等を十分見極め、適切な

対応をしていきます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

短期入所生活介護 日/年 6,836 6,992 7,051 

介護予防短期入所生活介護 日/年 0 0 0 

計 日/年 6,836 6,992 7,051 
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⑨短期入所療養介護／介護予防短期入所療養介護 

老人保健施設等や介護療養型医療施設等に短期間入所し、看護や医療の管理下で、介

護や機能訓練等を行います。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（日/年） 36 36 36 

実績値（日/年） 226 294 341 
介 

護 

対計画値比（％） 627.8% 816.7% 947.2% 

計画値（日/年） 0 0 0 

実績値（日/年） 7 0 0 
予 

防 

対計画値比（％） 0.0% 0.0% 0.0% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、利用日数は増加傾向にあり、計画値と比較しても大幅に上

回る利用日数となっています。予防給付の実績をみると、平成 21 年度に 7 日の利用が

あった以外は計画値と同様に利用はみられませんでした。 

介護給付は、現状の実績を踏まえて利用ニーズの動向に適切な対応をしていきます。

予防給付は、サービスの利用実績がほとんどなかったため、第 5 期計画においても利用

を見込んでいませんが、利用ニーズの動向を見極め、適切な対応をしていきます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

短期入所療養介護 日/年 303 330 357 

介護予防短期入所療養介護 日/年 0 0 0 

計 日/年 303 330 357 
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⑩特定施設入所者生活介護／介護予防特定施設入所者生活介護 

「特定施設」とは、有料老人ホームその他で、地域密着型特定施設でないものをいい

ます。特定施設に入居している利用者に、施設の提供するサービス、入浴、排泄、食事

等の介護、その他日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行います。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/年） 60 72 84 

実績値（人/年） 92 91 80 
介 

護 

対計画値比（％） 153.3% 126.4% 95.2% 

計画値（人/年） 12 12 12 

実績値（人/年） 7 3 0 
予 

防 

対計画値比（％） 58.3% 25.0% 0.0% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用人数は年々減少傾向にありますが、計画値

と比較すると、平成 23 年度はほぼ計画通りの実績となっています。予防給付の実績を

みると、各年度利用者を見込んでいましたが、利用者は減少傾向にあり、平成 23 年度

の利用者はいませんでした。 

今後も、現状の実績を踏まえて利用ニーズの動向を見極め、適切な対応をしていきま

す。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

特定施設入所者生活介護 人/年 91 96 100 

介護予防特定施設入所者生

活介護 
人/年 12 12 12 

計 人/年 103 108 112 
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⑪福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与 

自宅での日常生活の自立を助けるための福祉用具の貸し出しを行うサービスです。福

祉用具の種目には、車椅子・特殊寝台・床ずれ防止用具・体位変換器・手すり・スロー

プ・歩行器・歩行補助杖・徘徊感知器・移動用リフトがあります。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/年） 1,730 1,730 1,730 

実績値（人/年） 1,622 1,729 1,936 
介 

護 

対計画値比（％） 93.8% 99.9% 111.9% 

計画値（人/年） 72 72 72 

実績値（人/年） 124 201 194 
予 

防 

対計画値比（％） 172.2% 279.2% 269.4% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用人数は年々増加しており、ほぼ計画値どお

りの推移となっていましたが、平成 23 年度においては、計画値を大きく上回っていま

す。予防給付の実績をみると、平成 22 年度以降大幅に利用者が増加しており、計画値

の 2倍以上の利用者がありました。 

介護給付・予防給付ともに、現状の実績を踏まえて利用ニーズの動向に適切な対応を

していくとともに、在宅生活での利用者本人の自立支援及び介護者負担の軽減を図れる

ように努めていきます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

福祉用具貸与 人/年 2,070 2,184 2,299 

介護予防福祉用具貸与 人/年 194 208 213 

計 人/年 2,264 2,392 2,512 
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⑫特定福祉用具販売／介護予防特定福祉用具販売 

在宅での入浴や排泄をしやすくするための福祉用具やその他特定された福祉用具を購

入した場合に、保険が適用されます。購入が可能となる福祉用具の種目には、腰掛便座、

特殊尿器、入浴補助用具、簡易浴槽、移動用リフトのつり具の部分があります。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/年） 72 84 84 

実績値（人/年） 53 53 58 
介 

護 

対計画値比（％） 73.6% 63.1% 69.0% 

計画値（人/年） 24 36 36 

実績値（人/年） 19 23 36 
予 

防 

対計画値比（％） 79.2% 63.9% 100.0% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用人数はほぼ横ばいで推移しています。計画

値と比較しても、7 割前後で推移しています。予防給付の実績をみると、サービス利用

者数は年々増加しており、平成 23 年度には計画値と同数の実績値となっています。 

介護給付・予防給付ともに、今後、サービス利用者の大幅な増加は考えられませんが、

要介護認定者の増加と現状の実績を踏まえて、利用ニーズの動向に適切な対応をしてい

きます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

特定福祉用具販売 人/年 72 72 72 

介護予防特定福祉用具販売 人/年 36 36 36 

計 人/年 108 108 108 
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⑬住宅改修 

手すりの取付けや段差の解消等の小規模な住宅改修を行った場合に、定められた限度

額内の工事費が支給されます。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/年） 84 96 108 

実績値（人/年） 45 40 50 
介 

護 

対計画値比（％） 53.6% 41.7% 46.3% 

計画値（人/年） 36 36 36 

実績値（人/年） 30 31 46 
予 

防 

対計画値比（％） 83.3% 86.1% 127.8% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用人数は増減を繰り返しており、対計画値比

も 5 割前後となっています。予防給付の実績をみるとサービス利用人数は増加傾向にあ

り、計画値と比較すると平成 23 年度は大幅に計画値を上回っています。 

介護給付・予防給付ともに、現状の実績を踏まえて利用ニーズの動向に適切な対応を

していきます。また、不適正なサービスのチェックを行うなど、利用者の心身の状態に

応じた住宅改修ができるように努めていきます。 

 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

住宅改修【介護給付】 人/年 72 72 72 

住宅改修【予防給付】 人/年 36 36 36 

計 人/年 108 108 108 
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2）居宅介護支援/介護予防支援 

①居宅介護支援 

ケアプランの作成や相談に応じ、その希望や心身の状況から適切な在宅または施設の

サービスが利用できるように、市町村、居宅介護サービス事業者、介護保険施設等との

連絡調整を図り居宅介護支援を行います。 

 

②介護予防支援 

地域包括支援センターが、要支援者に対する介護予防サービスのケアプランを作成す

るものです。 

    

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/年） 4,260 4,440 4,596 

実績値（人/年） 3,377 3,413 3,670 
介 

護 

対計画値比（％） 79.3% 76.9% 79.9% 

計画値（人/年） 960 1,044 1,092 

実績値（人/年） 882 938 1,057 
予 

防 

対計画値比（％） 91.9% 89.8% 96.8% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

計画値より低くなっているものの、介護給付・予防給付ともに増加傾向にあるため、

現状の実績を踏まえて利用ニーズの動向に適切な対応をしていきます。また、地域包

括支援センターから地域の介護支援専門員に対して相談や指導助言を行うことにより、

質の高いサービスが提供できるように取り組みます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

居宅介護支援 人/年 3,928 4,196 4,464 

介護予防支援 人/年 1,104 1,176 1,236 

計 人/年 5,032 5,372 5,700 
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3）施設サービス 

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

入所している要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて食事・入浴・排泄等の介

護やその他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理、療養上の世話を行うことを目的

とした施設です。 

 

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/月） 95 88 89 

実績値（人/月） 92 93 96 

対計画値比（％） 96.8% 105.7% 107.9% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

1ヶ月あたりの利用人数は、ほぼ計画通りに推移しています。 

今後の利用にあたっては重度者への重点化を図り、必要な人にサービスが提供され

るように努めていきます。また、平成24年度より地域密着型介護老人福祉施設が予定

されており、施設入所待機者の解消に向けて現状の実情を踏まえ、利用ニーズ動向に

適切な対応をしていきます。 

 

 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護老人福祉施設 人/月 98 98 98 

    

        

 

 

 

 



49 

②介護老人保健施設 

寝たきりの人などに対し、看護、医学的管理のもとでの介護及び機能訓練、その他の

必要な医療を行うとともに、日常生活上の世話を行うことを目的とした施設です。 

 

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/月） 44 45 46 

実績値（人/月） 49 42 43 

対計画値比（％） 111.4% 93.3% 93.5% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

1ヶ月あたりの利用人数は、ほぼ計画通りに推移しています。 

今後の利用にあたっては重度者への重点化を図り、必要な人にサービスが提供され

るように努めていきます。 

 

 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護老人保健施設 人/月 45 46 47 
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③介護療養型医療施設（療養型病床等） 

主に症状が安定しているものの、長期療養を必要とする人に対して、看護、医学的管

理のもとで看護や必要な医療、機能訓練を行うことを目的とした施設です。 

 

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績実績実績実績値値値値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/月） 9 5 2 

実績値（人/月） 3 1 2 

対計画値比（％） 33.3% 20.0% 100.0% 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

1ヶ月あたりの利用人数は、1～3名の間で推移しています。 

今後は、介護療養型医療施設は廃止になることが予定されており、介護老人保健施

設等への転換を図っていく必要性がありますが、転換予定と現状の実績を踏まえて利

用ニーズの動向に適切な対応をしていきます。 

 

 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向 

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護療養型医療施設 人/月 1 1 1 
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4）地域密着型サービス 

 地域密着型サービス及び地域密着型介護サービスとは、環境変化などによって影響を

受けやすい認知症高齢者などが、可能な限り住み慣れた地域で安心して生活できるよう、

きめ細やかなサービスを提供します。 

また、保険者である町がサービス事業者の指定権限を持ち、原則として町民のみが

サービスを受けられます。 

 

①認知症対応型通所介護／介護予防認知症対応型通所介護 

認知症の高齢者がデイサービスセンターへ通所し、入浴、排泄、食事等の介護やその

他、日常生活上の世話及び機能訓練等を行います。 

河南町においては、平成 20 年度以降利用者がありませんでした。今後、保険者間の

調整によりサービス供給体制の整備に努めます。 

 

 

②夜間対応型訪問介護 

夜間の定期的な巡回訪問や通報により、利用者の自宅で入浴・排泄・食事等の介護や

その他日常生活上の世話等のサービス提供を行います。 

事業を安定的に運営するためには、相当の事業規模が必要であるため、一定の人口規

模を有する都市部での事業実施が予想されます。今後、保険者間の調整によりサービス

供給体制の整備に努めます。 

 

 

③認知症対応型共同生活介護/介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症の要介護者が少人数で共同生活を営み、入浴、排泄、食事等の介護やその他日

常生活上の世話及び機能訓練等を行います。 

■■■■計画値計画値計画値計画値とととと実績値実績値実績値実績値    

 
平成 21 年度 平成 22 年度 

平成 23 年度 

（見込み） 

計画値（人/月） 20 20 21 

実績値（人/月） 16 15 15 
介 

護 

対計画値比（％） 80.0% 75.0% 71.4% 

計画値（人/月） 0 0 0 

実績値（人/月） 0 0 0 
予 

防 

対計画値比（％） 0.0% 0.0% 0.0% 
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◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護給付の実績をみると、サービスの利用人数はほぼ横ばいの状態が続いています。

計画値と比較すると、計画値よりやや低い割合で推移していますが、利用者数は増え

ていくと予想されます。予防給付の実績をみると、利用はありません。 

平成23年12月現在、本町の事業所数は２か所、定員は18人となっています。今後、

利用状況をみながら、サービス供給体制に対応できるよう努めます。 

 

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護給付 人/月 18 18 18 

予防給付 人/月 0 0 0 

計 人/月 18 18 18 

 

 

④地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（定員 29 人以下） 

老人福祉法に規定する特別養護老人ホームのうち、定員が 29 人以下の施設で介護や

その他、日常生活上の世話及び機能訓練等のサービス提供を行います。 

本町では、現在町内にある介護老人福祉施設の施設入所待機者数を解消するために、

施設の整備を平成 24 年度に予定しています。 

    

■■■■今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    

         単位 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

介護給付 人/月 29 29 29 
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⑤地域密着型特定施設入居者生活介護（定員 29 人以下） 

介護専用型特定施設（介護付有料老人ホーム、ケアハウス等）のうち、定員が 29 人

以下の施設で介護やその他日常生活上の世話等のサービス提供を行います。 

本計画期間では、サービス利用量を見込んでいません。今後、多様なサービス確保を

図る必要性から利用者ニーズの把握に努め、サービス提供体制について検討します。 

 

 

⑥小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

利用者の状況や環境に応じ、当該施設に通所、または短期間宿泊し、入浴、排泄、食

事等の介護やその他日常生活上の世話及び機能訓練等のサービス提供を行います。 

本計画期間では、サービス利用量を見込んでいません。今後、多様なサービス確保を

図る必要性から利用者ニーズの把握に努め、サービス提供体制について検討します。 

 

 

⑦定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

第5期計画より新たに新設される予定の地域密着型サービスで、単身者や高齢者で

あっても，住み慣れた地域で在宅生活を続けることができるよう、必要な時に必要な介

護・看護サービスを、在宅で時間帯を問わず利用することができるために、日中・夜間

を通じ，短時間の定期巡回により訪問し，訪問介護や訪問看護サービスを一体的に提供

するサービスです。 
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2.地域支援事業の現状と今後の見込み                 

（1）地域支援事業の概要 

地域支援事業は、その目的を「被保険者が要支援・要介護状態となることを予防する

とともに、要介護状態になった場合においても、可能な限り、地域において自立した日

常生活を営むことができるように支援するため」（介護保険法 第115 条の38）としてお

り、市町村が実施することが定められています。 

 

 

1）介護予防事業 

介護予防事業は、要支援・要介護状態になる可能性の高い高齢者を対象にした「二

次予防事業」と、すべての高齢者を対象にした「一次予防事業」があります。 

 

①二次予防事業 

●二次予防事業対象者把握事業 

二次予防事業対象者の把握のため生活機能に関する状態の把握や主治医等との連携

による実態把握を推進します。 

    

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

二次予防事業対象者数 人 122 169 655 

 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方方方方向向向向    ◇◇◇◇    

平成22年度からは、主治医等との連携だけでなく、年に1回、65歳以上の介護認定を

受けていない方に対して、チェックリストを送付し、回収して把握しているため、平

成23年度は大幅に増加する見込みです。 

今後も、事業の周知・啓発を図るとともに、チェックリストの送付による把握事業

を継続し、早期からの介護予防に努めます。 
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●通所型介護予防事業 

二次予防事業対象者把握事業により把握された方を対象に、「運動器の機能向上事

業」、「栄養改善事業」、「口腔機能の向上事業」等を、介護予防を目的として実施しま

す。 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

実施回数 回 24 13 12 

利用者数 人 18 12 18 

延利用者数 人 343 133 197 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

平成20年度までは、「運動器の機能向上事業」、「栄養改善事業」、「口腔機能の向上事

業」を個別の事業として実施していましたが、平成21年度からは、それぞれの事業を

合わせた総合プログラムとして実施しています。 

今後も、二次予防事業対象者数も増加傾向にあることから、総合的な高齢者の介護

予防の達成に向けたプログラムの実施をすすめていきます。 

 

 

 

●短期宿泊事業 

基本的生活習慣が欠如していたり、対人関係が成立しない等、いわゆる社会適応が

困難な二次予防事業対象者等に対し、特別養護老人ホーム等の空きベッドを活用して、

一時的に宿泊させ、生活習慣等の指導を行うとともに体調の調整を行います。 
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●訪問型介護予防事業 

二次予防事業対象者把握事業により把握された閉じこもり、認知症、うつ等のおそ

れのある二次予防事業対象者を対象に、保健師等がその人の居宅を訪問して、その生

活機能に関する問題を総合的に把握・評価し、必要な相談・指導を実施します。 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用者数 人/年 2 4 0 

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

利用者数は、平成22年度で4名と少なくなっていますが、今後も必要に応じてサービ

スの提供に努めます。 

 

●二次予防事業評価事業 

要支援・要介護状態に移行することをどの程度防止できたかなどの検証等、事業を

継続的に実施していくなかで効果の分析を実施していきます。 

 

 

②一次予防事業 

●介護予防普及啓発事業 

介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するためのパンフレットの作成・配布・

有識者等による講演会を開催します。また、介護予防に関する知識・情報、各利用者

の介護予防実施の記録等を記録する介護予防手帳の配布を行います。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用者数 人 13 14 18 

延利用者数 人 112 103 159 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

利用者数・延利用者数ともに増加しています。今後も必要に応じてサービスの量に

確保に努めて行くとともに、さらに周知されるよう取り組みます。 
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●地域介護予防活動支援事業 

介護予防に関するボランティア等の人材を育成するため研修を行います。また介護

予防に資する地域活動組織の育成・支援等も行います。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用者数 人 611 581 600 

延利用者数 人 816 744 700 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

利用者数・延利用者数ともに減少の傾向にあります。今後は更なる周知・啓発を徹

底し、利用者数の増加を図ります。 

 

 

●一次予防事業評価事業 

一次予防事業評価事業について、年度ごとに、事業のプロセス、実施方法、住民へ

の周知方法などについて事業評価を実施します。 

    

◇◇◇◇今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

介護予防の大切さを多くの住民に知ってもらうために、普及啓発活動の取り組みを

機会あるごとに実施します。 

 

 

 

2）包括的支援事業 

高齢者ができるかぎり、住み慣れた地域でその人らしく過ごすことができるよう、

地域包括支援センターが中心となって、「介護予防マネジメント事業」、「総合相談・

支援事業」、「権利擁護事業」、「包括的・継続的ケアマネジメント事業」を実施します。 
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①介護予防マネジメント事業 

介護予防事業、新たな予防給付が効果的、効率的に提供されるよう、適切なマネジ

メントを行います。 

 

②総合相談・権利擁護事業 

高齢者に対し、介護保険サービスにとどまらない様々な形での支援を可能とするた

め、①地域における様々な関係者とのネットワーク構築、②ネットワークを通じた高

齢者の心身の状況や家族環境等についての実態把握、③サービスに関する情報提供等

の初期相談対応や、継続的・専門的な相談支援（支援方針に基づく様々なサービス等

の利用へのつなぎ）、④高齢者の虐待防止、施設等における身体拘束の防止、認知症

高齢者の対応、権利擁護の対応等の支援を行う事業を行います。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用件数 件数 351 360 480 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

利用件数は年々増加しています。今後も高齢者人口やひとり暮らし高齢者の増加と

ともに、ニーズが高くなることが考えられるため、必要に応じて適宜サービスの提供

に努めます。 

 

 

③包括的・継続的ケアマネジメント事業 

現在、地域包括支援センター運営協議会を年１回開催し、河南町と近隣市町村の居

宅介護支援事業所や介護サービス事業所に対して、毎月、会議を開催しています。今

後も引き続き、包括的かつ継続的なケアマネジメントが地域で提供されるよう、地域

のケアマネジメント体制の構築を支援します。 
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3）任意事業 

任意事業は市町村独自の施策であり、介護保険事業の運営の安定化及び高齢者の自

立した日常生活を支援するために必要な事業が対象となります。 

特に町では、介護者家族の負担軽減のため、在宅における要介護者（要介護３以

上）に対する紙おむつ給付金の支給やひとり暮らし高齢者等への食事の定期的な提供、

また、配食時の安否確認等を中心に取り組んでいます。 

 

①介護給付等費用適正化事業 

介護保険のサービスを利用している被保険者の方に、介護給付費通知書をお知らせ

します。介護サービスを利用している方が実際に利用したサービスの種類や回数、費

用等を確認していただくなど、介護サービスの適正化事業を実施します。 

 

 

②その他事業 

●介護相談員等派遣事業 

指定介護老人福祉施設やグループホーム、その他介護サービスを提供する事業所に

対して介護相談員を派遣し、利用者と事業者の橋渡し役となって、利用者の疑問や不

満、不安の解消を図り、介護サービスの質的向上を図ります。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

相談員数 人数 6 8 8 

利用件数 件数 70 94 106 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

相談員数が平成22年度より8名に増加したことにより、利用件数も平成22年度以降増

加しています。 

今後は、平成24年度に新たに介護相談員を募集し、10名体制で派遣活動を予定し、

訪問先事業所（地域密着型特等）も増やしていく予定です。 
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●家族介護継続支援事業 

家族介護者が継続して介護を続けることができるよう、紙おむつ等の購入費用を要

介護度３、４、５の人に助成します。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用件数 件数 22 19 22 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

利用件数は横ばいで推移しています。今後も周知・啓発を図り利用者数の増加に努

めるとともに、必要に応じて適宜サービスの提供を行っていきます。 

 

 

●成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度利用促進のための広報・普及活動とともに、制度利用にかかわる経費

に対する助成を行います。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用件数 件数 0 1 1 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

今後は、必要に応じて老人福祉法に基づく成年後見制度の市町村申立てを活用する

など認知症高齢者の権利擁護に取組むとともに、成年後見制度を利用したくても親族

や専門職後見人の利用ができない人のために、大阪府と連携して、市民後見人を確保

できる体制の整備や活動の推進に取組みます。 
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●家族介護慰労事業 

要介護度４、５の人で、過去１年間介護保険サービスを利用せず在宅で常時介護し

ている家族介護者に対し、年額 10 万円を支給します。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用件数 件数 0 1 1 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

第４期計画中の利用は平成22年度以降1件のみでしたが、今後、高齢者人口の増加が

予測されるため、必要に応じて適宜サービスの提供を行っていきます。 

 

 

●住宅改修支援事業 

住宅改修に関する相談・助言を行うとともに、住宅改修費の支給の申請に係る理由

書を作成した費用を助成します。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用件数 件数 0 1 0 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

第４期計画中の利用はほとんどありませんでしたが、今後、高齢者人口の増加が予

測されるため、必要に応じて適宜サービスの提供を行っていきます。 
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●見守り訪問事業 

在宅のひとり暮らしの高齢者に対して、日常生活での安否確認を行い、高齢者の不

安解消や健康の増進とともに自立生活の支援を図っています。今後も地域における見

守り活動や給食サービス、緊急通報サービスと連携し、適切な事業を実施します。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用件数 件数 2,278 1,745 1,529 

    

◇◇◇◇    現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの方向方向方向方向    ◇◇◇◇    

利用件数は減少傾向にありますが、今後はひとりぐらし高齢者の増加とともに、

ニーズが高くなることが考えられるため、必要に応じて適宜サービスの提供に努めま

す。 
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3.保健福祉サービスの現状と今後の見込み                 

（1）保健サービスの充実 

1）健康手帳の交付・普及 

健康手帳は、ヘルスアセスメント（健康度評価）や保健サービスを提供する際にも

役立ちます。継続的に医療や健康診査結果を記録しておくことは自己の健康管理とな

ることから、その有効活用を促していく必要があります。平成 22 年度の交付冊数は

392 冊となっています。 

引き続き 40 歳到達者に対し個別郵送を行い、その他の人へは健康診査や健康相談

において健康手帳を随時交付し、自己の健康管理のために活用を促していきます。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

交付冊数 冊 381 392 400 

    

2）健康教育 

住民の健康についての自覚を高めるため、心身の健康に関する正しい知識の普及を

図り「自らの健康は自ら守る」という認識を広めることにより、壮年期からの健康の

保持増進に資することを目的として、各種の健康教育を実施しています。 

集団健康教育は、歯周疾患、骨粗しょう症、病態別教室（肥満・糖尿病・高血圧

症・脂質異常症）等に加え、町内の各種団体に対して健康づくりに関する講演や指導

を実施しています。個別健康教育は、１か月以内に禁煙しようと思っている喫煙者に

対し、ニコチン依存度チェック、尿中ニコチンチェック、呼気中ＣＯ濃度測定などを

行い、禁煙に向けて個別指導を行っています。 

今後も心身の健康に関する正しい知識の普及と「自分の健康は自ら守ること」を実

現するため、健康教育の場の拡大、内容等の充実を図ります。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

開催回数 90 87 25 集団健康教育 

（一般・重点） 参加延べ人数 955 709 780 

開催領域 1 2 2 
個別健康教育 

参加延べ人数 4 8 8 
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3）健康相談 

健康に関しての個別相談として、保健師等による健康相談及び管理栄養士による栄

養相談等を実施しています。 

重点健康相談は、集団健診時に歯科健診受診者に歯科相談を、骨粗しょう症検診受

診者には栄養相談を実施しています。その他、保健師等の専門職により疾患等の相談

に応じています。 

総合健康相談は、月１回健康相談の日を設け、その他電話や窓口等で随時相談を受

け付けています。また、各地区で実施されているいきいきサロンにおいても保健師等

が健康チェック及び相談に応じています。 

今後も引き続き、基本健康診査、各種がん検診及び健康教育等の実施に併せて、健

康に関する助言や指導を行うため、医師、歯科医師、保健師、管理栄養士等による総

合健康相談及び重点健康相談の充実を図ります。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

開催回数 20 22 32 
重点健康相談 

参加延べ人数 273 249 330 

開催回数 51 84 85 総合健康相談 

（一般健康相談） 参加延べ人数 176 129 180 

 

 

4）健康診査 

①基本健康診査 

平成 20 年度より高齢者医療確保法に基づき、特定健康診査として 40～74 歳を対象

に行っています。また、75 歳以上の人に対しては後期高齢者医療制度の健康診査で

実施しています。基本健康診査に関しては、生活保護世帯者に対し、集団健診、個別

健診にて引き続き実施し、健康の保持・増進に努めていきます。 
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②各種がん検診 

胃がん検診、肺がん検診、大腸がん検診、前立腺がん検診は、集団基本健康診査と

同時に実施しています。子宮がん検診、乳がん検診は、基本健康診査と同日に行って

いるのに加え、個別検診も実施しています。また、子宮がん検診と乳がん検診につい

ては平成 21 年度から、大腸がん検診においては、平成 23 年度から検診無料クーポン

券を配布し、受診率の向上に努めています。がん検診の提供としては、肺がん検診で

はＣＴ検査、乳がん検診では乳房のレントゲン検査を取り入れています。 

各種がん検診の結果は、個別に記録を整理し、要精検者には精密検査の受診を勧奨

しています。今後は引き続き受診しやすい日程で総合的に集団検診と医療機関検診を

実施し、受診率の向上に努めます。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

受診者数 1,022 1,001 1,018 

対象者数 5,717 5,761 5,813 胃がん検診 

受診率（％） 17.9 17.4 17.5 

受診者数 1,422 1,396 1,359 

対象者数 6,001 6,038 5,966 肺がん検診 

受診率（％） 23.7 23.1 22.8 

受診者数 1,333 1,356 1,325 

対象者数 5,717 5,761 5,813 大腸がん検診 

受診率（％） 23.3 23.5 22.8 

受診者数 559 482 500 

対象者数 4,316 4,341 4,362 乳がん検診 

受診率（％） 13.0 11.1 11.5 

受診者数 655 613 580 

対象者数 5,547 5,532 5,453 子宮がん検診 

受診率（％） 11.8 11.1 10.6 

受診者数 500 547 552 

対象者数 3,497 3,510 3,535 前立腺がん検診 

受診率（％） 14.3 15.6 15.6 

＊胃がん検診・肺がん検診・大腸がん検診・乳がん検診は 40 歳以上、 

  子宮がん検診は 20 歳以上、前立腺がん検診は 50 歳以上を対象。 
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③歯科健康診査 

歯科健康診査は歯の 2 大疾病（う触、歯周疾患）予防のため、成人を対象に基本健

康診査や各種がん検診と同時に集団健診を実施しています。また、富田林歯科医師会

への委託による 40 歳・50 歳・60 歳・70 歳の節目健診とともに、集団健診では歯科衛

生士が歯磨き指導等の口腔保健指導により歯周疾患等の予防活動を行っています。 

ひき続き、集団健診と節目健診を併用して実施していきます。 

 

 

④骨粗しょう症検診 

高齢者の骨折の基礎疾患となる骨粗しょう症予防を目的に実施しています。40 歳

以上の女性を対象として超音波検査による検診を基本健康診査や各種がん検診と同時

に 7 日間実施しています。平成 22 年度の受診者数は 447 人となっており、管理栄養

士による栄養・食生活指導を行っています。 

ひき続き、各種がん検診と同時に実施し受診率の向上に努めます。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

受診者数 人 436 447 424 

 

 

5）訪問指導 

本人及び家族に対し必要な保健指導・栄養指導等を行うとともに、心身機能の低下

の防止と健康の保持増進を図るため実施しています。対象者は、平成 20 年度から開

始した特定健診により特定保健指導の対象者となる人を除き、健診結果から指導を要

する人に対し、看護師や管理栄養士等が訪問し指導を行っています。 

今後も、生活習慣病予防の必要な対象者に対して訪問指導を実施し、生活習慣の改

善の取り組みについて働きかけ、健康の保持・増進に努めます。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

要指導者 人 122 62 120 

閉じこもり予防 人 0 0 2 
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（2）福祉サービスの充実 

1）給食サービス 

ひとり暮らしの高齢者等で、食事づくりが困難な人を対象に、食事（週 5 回）の定

期的な供給を通じて健康の維持を図るとともに、配達時に安否確認を実施することに

より、高齢者等の生活を支援しています。平成 22 年度の利用者数は 24 人、利用食数

は 1,745 食と年々利用者は減少傾向になっています。今後は利用者のニーズを踏まえ

た事業の見直しや、広報等による情報提供に努めます。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用食数 食 2,278 1,745 1,529 

利用者数 人 29 24 20 

 

 

2）日常生活用具の給付 

介護保険サービスの対象となる福祉用具以外で、高齢者の日常生活を支援する用具

の給付を実施しています。第 4 期計画期間内にサービス利用者がいなかったため、今

後は広報等による情報提供に努めるとともに、高齢者の自立を支えるために、給付品

目の拡充等も検討します。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

給付件数 件 0 0 0 

給付金額 円 0 0 0 
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3）寝具乾燥サービス 

在宅の寝たきり高齢者及び病弱なひとり暮らし高齢者を対象に、寝具の丸洗い乾燥

を行っています。現在、毎月 1 回、業者が居宅を訪問して布団・毛布を集配し、乾燥

（年 4 回は丸洗い乾燥）を行っています。現在、利用者との日程調整がつけにくいな

どの課題があるため、実施回数等の拡充を検討し、利用者の利便性を図っていきます。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用回数 回 98 121 143 

利用者数 人 13 14 14 

 

 

4）緊急通報装置の貸与 

在宅のひとり暮らし高齢者等で急病や災害等の緊急事態が発生した時に、第 1 通報

が 24 時間体制の在宅介護支援センターに通報できるよう緊急通報装置の貸与を行っ

ています。今後は、定期的な安否確認や、高齢者からの相談にも対応するなどの内容

の充実をはかり、安全管理センターからの緊急時の対応だけでなく広報等による情報

提供に努めます。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

設置台数 回 69 63 60 
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（3）施設サービスの充実 

1）在宅介護支援センター 

在宅の要介護高齢者や介護者などを対象に、介護の悩みや福祉サービスの利用等に

ついての相談に介護支援専門員等が電話や面接で 24 時間対応します。現在、町内に 1

カ所整備しています。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

センター数 カ所 1 1 1 

相談件数 件 103 61 69 

 

 

2）養護老人ホーム 

概ね 65 歳以上の高齢者で、環境上の理由及び経済的理由により、居宅での生活が

困難な人が入所する施設です。老人福祉法の見直しにより、平成 18 年 4 月から入所

者が自立した日常生活を営み、社会活動に参加するために必要な指導及び訓練、その

他の援助を行うことを目的とする施設として位置づけられました。さらに、介護を必

要とする入所者には介護サービスの利用が可能となりました。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

利用者数 人 1 0 0 

 

 

3）経過的軽費老人ホーム 

家庭の事情等によって家族との同居が困難な高齢者や身寄りのない高齢者が、低額

な料金で入所できる施設で、町内に施設が１か所整備されています。 

 

■■■■実績値実績値実績値実績値    

         単位 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

（見込み） 

施設数 カ所 1 1 1 
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1.介護保険料について                         

65 歳以上の介護保険料（第１号保険料）は、保険者（市町村）ごとに決められ、額は、

その市町村の被保険者が利用する介護保険サービスの水準を反映した金額になります。

従って、河南町の介護保険料は、介護保険事業計画期間中のサービス（給付費）の利用

見込量に応じたものとなります。サービスの利用量が増加すれば保険料は上がり、利用

量が減れば下がることになります。 

第１期に 2,911 円だった介護保険料〔全国平均基準額（月額）〕は、第 4 期には

4,160 円と約 1.4 倍になりました。一方、河南町の介護保険料基準額（以下「保険料基

準額」という）は、第 4期に 4,698 円となっていました。 

平成 23 年 7 月に国は「第 5 期保険料の全国平均基準額については、5,000 円を超え

る見込み」「必要な給付に要する費用の増加に伴う保険料の上昇は、関係者で分かち

合っていただくことになるが、4,160 円であった第 4 期保険料の全国平均基準額からは

大幅な上昇が見込まれる」との考え方を示しています。 

 

 

（1）第5期計画期間中総給付費の見込み 

第 5 期の保険料基準額を算定にあたって、最大の要因となるサービス利用量（給付

費）は、第 4 期と比較して約 8％の上昇が見込まれます。また、第１号被保険者の総給

付費に対する負担率が、第 5 期は 21％に改正（第 4 期は 20％）されることが予定され

ており、このことも保険料を上昇させる要因となります。 

第1号被

保険者
20.0%

第2号披

保険者
30.0%

河南町

12.5%

大阪府

12.5%

国

25.0%

第第第第4期期期期

第1号被

保険者
21.0%

第2号披

保険者
29.0%

河南町

12.5%

大阪府

12.5%

国

25.0%

第第第第5期期期期

 

第第第第 6666 章章章章    計画期間計画期間計画期間計画期間におけるにおけるにおけるにおける介護保険事業費介護保険事業費介護保険事業費介護保険事業費    
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これら給付費の増加要因等を勘案し、第 5 期の 3 年間にかかる総給付費を大まかに推

計したところ、約 38 億円になる見込みです。 

この総給付費見込額から、第 5 期の保険料算定基礎額は、5,000 円程度になると見込

まれています。 

 

  給付費及び保険料については、国の介護報酬の改定等を 

踏まえ、現在最終調整中               

 


